
男鹿市告示第５７号 

 

 おがファミ・おがっこ応援事業実施要綱を次のように定める。 

 

  令和５年４月１日 

 

男鹿市長 菅 原 広 二  

 

おがファミ・おがっこ応援事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付

金の一体的実施事業実施要綱（令和４年１２月２６日付け子発

第１２２６第１号厚生労働省子ども家庭局長通知。以下「国実

施要綱」という。）及びあきた出産おめでとう給付金事業実施要

綱（令和５年３月２７日付け次第１５８３号秋田県あきた未来

創造部長通知。以下「県実施要綱」という。）に基づき、全ての

妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるよう、妊娠

期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニ

ーズに即した必要な支援を提供する伴走型相談支援の充実を図

るとともに、出産・子育てにかかわる経済的負担軽減を図る出

産・子育て応援給付金及び子どもが生まれた家庭を応援するあ

きた出産おめでとう給付金を一体的に実施するおがファミ・お

がっこ応援事業（以下「本事業」という。）について、必要な事

項を定める。 

（実施主体） 
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第２条 本事業の実施主体は、男鹿市子育て世代包括支援センタ

ーとする。 

（定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 伴走型相談支援 国実施要綱に規定する伴走型相談支援と

して行うものをいう。 

⑵ おがファミ応援ギフト 国実施要綱に規定する出産・子育

て応援給付金のうち、出産応援ギフトとして市が支給する給

付金をいう。 

⑶ おがっこ応援ギフト 国実施要綱に規定する出産・子育て

応援給付金のうち子育て応援ギフトとして市が支給する給付

金と、県実施要綱に規定するあきた出産おめでとう給付金を

合わせて市が支給する給付金をいう。  

（伴走型相談支援） 

第４条 市長は、次の各項の定めに応じ、伴走型相談支援を実施

するものとする。 

２ 対象者は、全ての妊婦及び主に０歳から２歳の乳幼児を養育

する子育て世帯とする。 

３ 実施内容は、アンケートや出産・育児等の見通しを立てるた

めの面談、継続的な情報発信及び随時の相談受付等とする。 

４ 実施時期、実施方法等は別に定めるものとする。 

５ 面談等の担当職員は、保健師、助産師等の専門職のほか、一

定の研修を受けた一般事務職員、会計年度任用職員等とする。 

６ 次条に定めるおがファミ応援ギフト及び第６条に定めるおが
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っこ応援ギフトの申請より取得した同意に基づき、関係機関と

連携し本事業を実施する。 

７ 面談等の対象者のうち、流産又は死産した者及び対象児童が

死亡した者については、面談等の実施は不要とする。 

（おがファミ応援ギフト） 

第５条 市長は、次の各号に定める支給区分に応じ、それぞれ別

表第１に掲げる支給対象者に対し、おがファミ応援ギフトを支

給する。 

⑴ 支給妊婦  

事業開始日以降に妊娠の届出をした妊婦（産科医療機関等を

受診し、妊娠の事実を確認した者又は妊娠していることが明ら

かである者に限る。） 

⑵ 遡及支給妊婦  

  ア 令和４年４月１日以降、事業開始日より前に出生した児

童の母（妊娠中に日本国内に住所を有していた者に限る。） 

  イ 令和４年４月１日以降、事業開始日より前に妊娠の届出

をした妊婦（妊婦であった者を含み、アに該当する者を除

く。） 

２ 支給内容は、支給対象者の妊娠１回につき、国実施要綱に規

定する出産・子育て応援給付金のうち、出産応援ギフトとして

５万円とする。 

３ 申請期限は別表第１のとおりとする。 

（おがっこ応援ギフト） 

第６条 市長は、次の各号に定める支給区分に応じ、それぞれ別

表第２に掲げる支給対象者に対し、おがっこ応援ギフトを支給
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する。 

⑴ 支給養育者 事業開始日以降に出生し、日本国内に住所を

有する児童（出生の届出をしたものに限る。）を養育する者 

⑵ 遡及支給養育者 令和４年４月１日以降、事業開始日より

前に出生し、日本国内に住所を有する児童（出生の届出をした

ものに限る。）を養育する者 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者には、

おがっこ応援ギフトは支給しない。 

⑴ 児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第４条第１項第４号

に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者 

⑵ 同号に規定する障害児入所施設等の設置者 

⑶ 法人 

３ 支給内容は、支給対象者の出産１回につき、国実施要綱に規

定する出産・子育て応援給付金のうち子育て応援ギフトとして

支給する５万円と、県実施要綱に規定するあきた出産おめでと

う給付金として支給する２万円を合わせた７万円とする。 

４ 申請期限は別表第２のとおりとする。 

（支給申請及び支給決定） 

第７条 おがファミ・おがっこ応援ギフトの支給を受けようとす

る者は、次の各号のギフトの区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める様式により、市長に申請しなければならない。 

⑴ おがファミ応援ギフト申請書（兼請求書）（様式第１号） 

⑵ おがっこ応援ギフト申請書（兼請求書）（様式第２号） 

⑶ おがファミ・おがっこ応援ギフト申請書（兼請求書）（様式

第３号） 
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２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにそ

の内容及びギフトの支給の可否を審査し、その結果を次の各号

による通知を行うものとする。 

⑴ 支給を決定した場合は、申請書に記載された口座に振り込

むことにより支給決定通知とする。ただし、市長が当該方法に

より難いと認めたときは、この限りでない。 

⑵ 支給しないことを決定した場合は、当該申請者にその理由

を付しておがファミ・おがっこ応援ギフト支給却下通知書（様

式第４号）による通知を行う。 

（申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第８条 支給対象者から別表第１及び別表第２の申請期限までに

申請が行われなかった場合は、当該支給対象者が本給付金の支

給を受けることを辞退したものと見なす。 

２ 第７条第１項に掲げる申請に不備があった場合において、市

が確認等に努めたにもかかわらず、申請者から、市が定めた期

限内に補正又は補完が行われなかったときは、当該申請は取り

下げられたものと見なす。 

（支給決定の取消し） 

第９条 市長は第７条第２項の規定による支給決定を行った後、

申請書の不備による振込不能等があり、市が確認等に努めたに

もかかわらず申請書の補正が行われないこと、その他支給対象

者の責めに帰すべき事由により、養育する児童が３歳に達する

日の前日までに支給ができなかったときは、当該申請は取り下

げられたものと見なす。 

（不当利得の返還） 
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第１０条 市長は、おがファミ・おがっこ応援ギフトの支給を受

けた後に支給対象者に該当しなくなった者又は偽りその他不正

の手段により本給付金の支給を受けた者に対し、支給を行った

給付金の返還を求めるものとする。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１１条 おがファミ・おがっこ応援ギフトの支給を受ける権利

は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

（支給履歴等の照会及び回答） 

第１２条 本給付金の審査をするため、市長が必要と認めるとき

は、本給付金の支給状況及び面談等の実施状況を他市町村へ照

会する。また、他市町村から照会があった場合は、同様とする。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表第１（第５条関係） 

支給区分 支給対象者 申請期限 

支給妊婦 次の各号をいずれも満たす者 

⑴ 支給妊婦であること。 

⑵ 申請時点において、申請者が

男鹿市の住民基本台帳に登録

されている者であること。ただ

し、男鹿市との妊娠届出時の面

談後に転出した支給妊婦が男

鹿市からの支給を希望する場

合、及び男鹿市に居住実態はあ

るがやむを得ない事情により

男鹿市に住民登録をすること

ができない場合を除く。 

⑶  男鹿市との妊娠届出時の面

談を受け、妊娠届出時のアンケ

ート（様式第５号）に回答して

いること。 

⑷  本給付金の対象となる妊娠

について、他市町村から実施要

綱に基づく給付を受けていな

いこと。 

⑸  本事業の適切な実施のため

関係機関等に必要な情報を確

出産日の前日まで 

（災害その他申請

予定者の責めに帰

さないやむを得な

い特別な事情によ

り、申請期限まで

に支給の申請を行

うことができなか

った場合は、当該

やむを得ない特別

な事情がやんだ後

３月以内。） 
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認、共有することについて同意

していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、妊娠

届出後、申請前に流産または死産

となった場合には、同項第１号の

規定を満たすこととし、同項第３

号の規定を除く要件を満たして

いる場合、支給対象とする。 

遡及支給

妊婦 

次の各号をいずれも満たす者 

⑴ 遡及支給妊婦であること 

⑵ 申請時点において、申請者が

男鹿市の住民基本台帳に登録

されている者であること。ただ

し、男鹿市に居住実態はあるが

やむを得ない事情により男鹿

市に住民登録をすることがで

きない場合を除く。 

⑶  第５条第１項第２号アに該

当する場合、アンケート（様式

第８号）に回答していること。

また、第５条第１項第２号イに

該当する場合、妊娠中期までは

アンケート（様式第９号）に、

妊娠後期の場合はアンケート

事業開始日から６

月以内（災害その

他申請予定者の責

めに帰さないやむ

を得ない特別な事

情により、申請期

限までに支給の申

請を行うことがで

き な か っ た 場 合

は、当該やむを得

ない特別な事情が

やんだ後３月以内

とし、この場合に

おいても、第５条

第１項第２号アに

該当する場合、令
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（様式第６号）に回答している

こと。 

⑷  本給付金の対象となる出産

について、他市町村から実施要

綱に基づく給付を受けていな

いこと。 

⑸  本事業の適切な実施のため

関係機関等に必要な情報を確

認、共有することについて同意

していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、妊娠

届出後、申請前に流産または死産

となった場合には、同項第１号の

規定を満たすこととし、同項第３

号の規定を除く要件を満たして

いる場合、支給対象とする。 

和６年２月２９日

ま で を 限 度 と す

る。また、第５条第

１項第２号イに該

当する場合、対象

児童が３歳に達す

る日の前日までを

限度とする。） 
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別表第２（第６条関係） 

支給区分 支給対象者 申請期限 

支給養育

者 

次の各号をいずれも満たす者 

⑴ 支給養育者であること 

⑵ 申請時点において、申請者が

男鹿市の住民基本台帳に登録

されている者であること。ただ

し、男鹿市と出生届出後の面談

後に転出した支給養育者が男

鹿市からの支給を希望する場

合、本給付金の対象児童の死亡

日において男鹿市に住民登録

があったが転出している場合、

及び男鹿市に居住実態はある

がやむを得ない事情により男

鹿市に住民登録をすることが

できない場合を除く。 

⑶  男鹿市との出生届出後の面

談を受け、出生届出後のアンケ

ート（様式第７号）に回答して

いること。里帰り先の市町村と

面談を受けている場合も可と

する。 

⑷  本給付金の対象となる出産

対象児童が生後５

月を迎える日の前

日まで（災害その

他申請予定者の責

めに帰さないやむ

を得ない特別な事

情により、申請期

限までに支給の申

請を行うことがで

き な か っ た 場 合

は、当該やむを得

ない特別な事情が

や ん だ 後 ３ 月 以

内。この場合にお

いても、対象児童

が３歳に達する日

の前日までを限度

とする。） 
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について、他市町村から実施要

綱に基づく給付を受けていな

いこと。 

⑸  本事業の適切な実施のため

関係機関等に必要な情報を確

認、共有することについて同意

していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、出生

届出後、申請前に対象児童が死亡

した場合には、同項第１号の規定

を満たすこととし、同項第３号の

規定を除く要件を満たしている

場合、支給対象とする。 

遡及支給

養育者 

次の各号をいずれも満たす者 

⑴ 遡及支給養育者であること 

⑵ 申請時点において、申請者が

男鹿市の住民基本台帳に登録

されている者であること。本給

付金の対象児童の死亡日にお

いて男鹿市に住民登録があっ

たが転出している場合、及び男

鹿市に居住実態はあるがやむ

を得ない事情により男鹿市に

住民登録をすることができな

事業開始日から６

月以内（災害その

他申請予定者の責

めに帰さないやむ

を得ない特別な事

情により、申請期

限までに支給の申

請を行うことがで

き な か っ た 場 合

は、当該やむを得

ない特別な事情が
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い場合を除く。 

⑶ アンケート（様式第８号）に

回答していること。 

⑷  本給付金の対象となる出産

について、他市町村から実施要

綱に基づく給付を受けていな

いこと。 

⑸  本事業の適切な実施のため

関係機関等に必要な情報を確

認、共有することについて同意

していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、出生

届出後、申請前に対象児童が死亡

した場合には、同項第１号の規定

を満たすこととし、同項第３号の

規定を除く要件を満たしている

場合、支給対象とする。 

や ん だ 後 ３ 月 以

内。この場合にお

いても、令和６年

２月２９日までを

限度とする。） 

※別表第１及び第２に定める支給対象者について、同一の対象児童に

関わる養育者が二人以上いる場合において、そのうち一人に対して

国・県実施要綱に基づく支給がされた場合、他の養育者に対する同

一児童に係る支給は行わない。 


